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山口県（以下「県」という。）は、防府・高井県営住宅東ブロックの建替事業について、民

間の資金、経営能力及び技術的能力の活用により、財政資金の効率的活用を図るため、「民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11年法律第 117 号。以下

「ＰＦＩ法」という。）に基づく事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）として実施することを

予定している。 

本書は、ＰＦＩ法に基づく特定事業の選定及び「ＰＦＩによる防府・高井県営住宅東ブロッ

ク整備等事業」（以下「本事業」という。）を実施する民間事業者（以下「ＰＦＩ事業者」と

いう。）の選定を行うに当たって、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事

業の実施に関する基本方針（平成 12 年 3月 13 日総理府告示第 11号）、「ＰＦＩ事業実施プロ

セスに関するガイドライン」（平成 13年 1月 22 日）等により、本事業の実施に関する方針（以

下「実施方針」という。）として定めるものである。 

以下、本実施方針において「県営住宅整備等事業」とは、本事業のうち県営住宅の整備及び

維持管理を指すものとし、付帯事業は含まないものとする。 

 

１ 特定事業の選定に関する事項 

 

１－１ 事業内容に関する事項 

 

（１） 事業の名称 

ＰＦＩによる防府・高井県営住宅東ブロック整備等事業 

 

（２） 事業に供される公共施設の種類 

県営住宅 

 

（３） 公共施設の管理者の名称 

山口県知事  二井関成 

 

（４） 事業目的 

高井団地は、昭和４５年から昭和５１年にかけて建設された準耐火構造２階建て県営

住宅の団地であったが、住戸の狭小、老朽化により居住環境を改善する必要が生じ、平

成１１年度から北ブロック、西ブロックで順次建替を進め、居住水準の適正化を図って

きた。 

本事業は、今般、東ブロックの建替に当たり、民間の資金・ノウハウをより効果的に

活用できるＰＦＩ手法を採用することで、効率的な県営住宅の整備、維持管理に加え、

敷地の有効活用による新たなサービスの提供を図ることを目的とするものであり、特に

以下の事項を重要と考えている。 

ア 低廉かつ良質な県営住宅の提供、地域づくりに資する新たなサービスの提供 

本事業の実施に当たっては、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること

により、コスト縮減が図られた良質な県営住宅の提供に併せ、建替に伴い生じる余剰

用地を活用し、地域づくりに資する新たなサービスが提供されること。 

イ 県内経済の活性化等 

本事業は県が実施する公共事業であることから、事業実施に当たっては県内経済へ
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の貢献がなされるよう配慮が行われるとともに、県内事業者の積極的、主体的な事業

参画が図られること。 

ウ 良好な居住環境の創出 

事業計画地は良好な居住環境を有する地域であることから、建築デザインや緑地の

配置などに配慮した周辺環境と調和した施設の整備が図られるとともに、住民が安全

に安心して暮らせる住環境が創出されること。 

 

（５） 事業の範囲 

県営住宅整備業務は、「事業用地現況図」（別紙２）に示す敷地内に県営住宅１３６

戸の設計及び建設（３期に分けて建設）を行う。 

県営住宅維持管理業務は、整備した県営住宅１３６戸に、既存高井県営住宅（既に整

備済みの高井団地北ブロック及び西ブロックにおける県営住宅。以下「既存住宅」とい

う。）２１３戸を加えた３４９戸の保守管理業務を行う。 
また、上記業務に併せて、「事業用地現況図」（別紙２）に示す敷地内のうち、「付

帯事業用地設定位置図」（別紙３）の範囲において、付帯事業を実施する企業（以下「付

帯事業実施企業」という。）が自らの責任において独立採算により実施する付帯事業に

関する提案を行う。付帯事業実施企業は、提案内容に応じて付帯事業用地を県から取得

または賃借することにより付帯事業を実施するものとする。 

なお、事業内容は以下の業務及びその関連業務とするが、詳細については別に示す「要

求水準書」を参照のこと。 
 

ア 県営住宅整備業務 

① 設計に関する業務 

・ 基本設計 

・ 実施設計 

② 建設に関する業務 

・ 県営住宅の建設（屋外付帯施設を含む。） 

③ 工事監理に関する業務 

・ 建設に係る工事監理 

④ 関連整備業務 

・ 周辺道路の整備 

⑤ その他の業務 

・ 地形調査 

・ 地質調査 

・ 敷地周辺の供給処理施設（電気、電話、ガス、上水道、下水道等）調査及び諸

官庁協議・申請 

・ 県営住宅用地及び周辺地域の電波障害調査・対策（建設中、建設後含む。） 

・ 埋蔵文化財発掘調査（本事業用地は周知の埋蔵文化財包蔵地大崎遺跡にあたる

ため、県は、本事業実施にあたり、事前に試掘調査を実施する予定であり、試

掘調査の結果によりＰＦＩ事業者に発掘調査業務を求める場合がある。） 

・ 地域住宅交付金申請書類等の作成支援 

・ 近隣住民への計画説明、調整 
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・ 関係法令等の申請、許認可等の手続き（建築基準法、消防法等） 

・ 建設に伴う近隣対応 

・ 室内空気中化学物質濃度調査 

・ その他上記業務を実施する上で必要となる関連業務 

イ 県営住宅維持管理業務 

・ エレベーター保守管理 
・ 消防設備等保守管理 

ウ 付帯事業 

付帯事業の業種に関しては、提案する事業形態（土地の取得若しくは定期借地）に

沿った事業内容とし、かつ、次に示す事業については不可とする。 

・ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）別表第２(ほ)項に掲げる建築物による

事業 

・ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23 年法律第 122 号）

第 2条に規定する営業に該当する事業 

・ その他、公序良俗に反する事業又は周辺環境を著しく乱す恐れのある事業 

なお、付帯事業として県が実施を想定する施設は次のとおりである。 

・ 社会福祉施設等 

・ 店舗 

・ 事務所 

・ 住宅 

・ 駐車場 

・ その他、地域の活性化や住民の利便性向上に資する施設 

 

（６） ＰＦＩ事業者の収入 

県は、県営住宅整備等事業において、ＰＦＩ事業者が提供するサービスに対し、県が

ＰＦＩ事業者と締結するＰＦＩ事業に係る契約書（以下「事業契約書」という。）に定

めるサービスの対価を本施設の供用開始から事業期間終了時までの間、定期的に支払う。

サービスの対価は、ＰＦＩ事業者が実施する県営住宅整備業務の対価及び県営住宅維持

管理業務の対価からなる。 
県営住宅整備業務の対価については、第１期から第３期のそれぞれの施設引渡年度に

それぞれの期に係る県営住宅整備費相当の４５％の金額を一括して支払うものとする。

また、残額については、各期の事業期間中において元利均等にて支払うことを予定して

いる。 
県営住宅維持管理業務の対価については、あらかじめ定める額を事業期間中において

支払うものとする。なお、県営住宅維持管理業務の対価については、事業契約書に基づ

き物価変動等を勘案して定める額を支払うことを予定している。 
詳細な支払い方法については、別に示す「入札説明書」及び「事業契約書（案）」に

て提示する。 
 

（７） 付帯事業実施企業の収入 

付帯事業に伴う収入は、付帯事業実施企業の収入となる。 
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（８） 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき実施するものとし、ＰＦＩ事業者は県営住宅整備等事業

につき自らの提案をもとに本施設の設計・建設を行った後、県に所有権を移転し、その

上で維持管理業務を実施する方式、いわゆるＢＴＯ（Build Transfer Operate）方式

とする。 
 

（９） 事業期間 

事業期間は、事業契約締結の日から平成４０年度末までの期間とする。 
 

（10） 事業スケジュール 

現時点では次のスケジュールを予定している。 
なお、実際のスケジュールについては、このスケジュールのうち、「事業契約の締結」、

「県営住宅の設計着手」、「既存住宅の保守管理業務開始」及び「第１期～第３期県営

住宅及び既存住宅の保守管理業務終了」を除き、落札者となった入札参加者の提案を基

に、県と落札者となった入札参加者による協議のうえ決定するものとする。 
ただし、第１期県営住宅の引渡は平成２０年度、第２期県営住宅の引渡は平成２１年

度、第３期県営住宅の引渡は平成２２年度とする。 
 

 日 程（予定） 内            容 

  平成１８年１２月 事業契約の締結 

  平成１８年１２月 県営住宅の設計着手 

  平成１９年１０月 第１期県営住宅の建設着手 

  平成２０年１０月 第２期県営住宅の建設着手 

  平成２０年１２月 第１期県営住宅の引渡 

  平成２１年 １月 第１期県営住宅の保守管理業務開始 

  平成２１年１０月 第３期県営住宅の建設着手 

  平成２１年１２月 第２期県営住宅の引渡 

  平成２２年 １月 第２期県営住宅の保守管理業務開始 

  平成２２年 ４月 既存住宅の保守管理業務開始 

  平成２２年１２月 第３期県営住宅の引渡 

  平成２３年 １月 第３期県営住宅の保守管理業務開始 

  平成４１年 ３月 第１期～第３期県営住宅及び既存住宅の保守管理業務終了 

 

（11） 事業に必要と想定される根拠法 

ＰＦＩ法、公営住宅法、建築基準法、都市計画法、消防法他、本事業に関するすべて

の法令等を遵守すること。 
 

（12） 実施方針の変更 

実施方針公表後における民間事業者等からの質問・意見等を踏まえ、特定事業の選定

までに、実施方針の内容の変更を行うことがある。 
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なお、変更を行った場合は、速やかに、その内容を山口県土木建築部住宅課のホーム

ページへの掲載により公表し、その変更の内容が重要で事業スケジュールに影響を及ぼ

すと考えられる場合には、変更後の事業スケジュールについても示す。 
 

１－２ 特定事業の選定方法等に関する事項 

 

（１） 選定基準 

ＰＦＩ手法による本事業の実施が、県が自ら実施する場合と比較して、以下のいずれ

かに該当する場合に、県営住宅整備等事業を特定事業として選定する。 
ア 公営住宅として求められる施設の設計・建設・維持管理等の公共サービス水準の向

上が見込まれ、かつ、県の財政負担の軽減が図られる場合 

イ 公営住宅として求められる施設の設計・建設・維持管理等の公共サービス水準が同

一である場合に、県の財政負担の軽減が図られる場合 

ウ 公営住宅として求められる施設の設計・建設・維持管理等の公共サービス水準の向

上が見込まれ、県の財政負担が同一である場合 

 

（２） 選定手順 

次の手順により客観的評価を行う。 

ア 県が自ら実施する場合とＰＦＩ手法により実施する場合における以下の評価 

(ｱ) 県の支出額比較による定量的評価 

(ｲ) 公共サービス水準の向上など定性的評価 

イ アに基づくＶＦＭ（Value For Money）の試算による総合的評価 

 

（３） 選定結果の公表方法 

県は、実施方針に対する質問・意見等を踏まえ、県営住宅整備等事業を特定事業とし

て選定した場合は、その判断の結果を評価の内容とあわせて、山口県土木建築部住宅課

のホームページへの掲載等により公表する。 
なお、特定事業としての選定を行わないこととした場合にあっても同様に公表する。 

 

２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

 

２－１ 募集及び選定の方法 

民間事業者の募集及び選定の方法は、競争性の担保及び透明性の確保に配慮した上で、

総合評価一般競争入札方式とする。 

 

２－２ 募集及び選定のスケジュール 

民間事業者の募集及び選定のスケジュールは、下記のとおりである。ただし、スケジュ

ールは、状況により前後する場合がある。 
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 日  程（予定） 内             容 

平成１７年１２月２０日 実施方針及び要求水準書（案）の公表 

平成１７年１２月２６日 実施方針等の説明会 

平成１８年１月１６日 

      ～１月１９日 

実施方針及び要求水準書（案）に対する質問・意見の受付

平成１８年１月３１日 実施方針及び要求水準書（案）に対する質問・意見への回

答 

平成１８年２月中旬 特定事業の選定及び公表 

平成１８年４月上旬 入札公告及び入札説明書等の公表 

平成１８年４月上旬 入札説明会 

平成１８年４月下旬 入札説明書等に関する質問の受付 

平成１８年５月上旬 入札説明書等に関する質問の回答 

平成１８年６月上旬 入札参加表明書及び資格確認申請書類の受付 

平成１８年６月中旬 資格確認通知 

平成１８年７月中旬 提案書の受付 

平成１８年７月中旬 
～９月中旬 

提案書の審査 

平成１８年９月中旬 落札者の決定及び審査等結果の講評 

平成１８年１０月中旬 基本協定の締結 

平成１８年１１月中旬 事業仮契約の締結 

平成１８年１２月中旬 事業契約の締結 
 

２－３ 入札参加の手続等   

 

（１） 実施方針等の説明会 

後記９－１を参照のこと。 
 

（２） 実施方針及び要求水準書（案）に対する質問・意見の受付・回答 

後記９－２を参照のこと。 
 

（３） 特定事業の選定及び公表 

前記１－２を参照のこと。 
 

（４） 入札公告及び入札説明書等の公表 

県は、県営住宅整備等事業を特定事業として選定した場合は、本事業の入札を公告し、

入札説明書等（入札説明書、要求水準書、事業契約書（案）、落札者決定基準等）を山

口県土木建築部住宅課のホームページへの掲載により公表する。 
 

（５） 入札説明会 

入札説明書等に関する説明会を開催する。なお、説明会の開催日時、開催場所及び参
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加申し込み方法の詳細等については、入札説明書により明示する。 
 

（６） 入札説明書等に関する質問受付、回答の公表 

入札説明書等に記載の内容について質疑回答を行う。なお、質問の受付、回答の公表

方法の詳細等については、入札説明書により明示する。 
 

（７） 入札参加表明書、資格確認申請書類の受付、資格確認通知 

本事業の入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）に入札参加表明書及び資

格確認に必要な書類の提出を求めることとし、資格審査の結果は、入札参加者に通知す

る。なお、入札参加表明書の提出方法・時期、資格確認に必要な書類の詳細等について

は、入札説明書等により明示する。 
 

（８） 提案書の受付 

資格審査通過者に対し、入札説明書等に基づき本事業に関する事業計画等の提案内容

を記載した提案書の提出を求める。なお、提案書の提出方法・時期、提案に必要な書類

の詳細等については、入札説明書等により明示する。 
 

（９） 提案書の審査 

後記２－７（２）を参照のこと。 
 

（10） 落札者の決定及び審査等結果の講評 

後記２－７（３）及び２－８を参照のこと。 
 

（11） 基本協定の締結 

県は、ＰＦＩ事業者との事業契約締結に先立って事業に係る基本協定を落札者と締結

する。 
 

（12） 事業仮契約の締結 

落札者は、県営住宅整備等事業を遂行するために商法（明治 32 年法律第 48 号）に定

める株式会社として特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を事業仮契約調印までに

山口県内に設立し、県は当該ＳＰＣと事業契約に係る事業仮契約を締結する。 
 

（13） 事業契約の締結 

事業仮契約締結後、山口県議会の議決を経た後に、県は、ＳＰＣと事業契約を締結す

る。 
なお、事業契約書の詳細については別に示す「事業契約書（案）」を参照のこと。 

 

２－４ 入札参加者が備えるべき参加資格要件 

 

（１） 入札参加者の構成等 

ア 入札参加者は、複数の企業で構成されるグループとし、グループの中から入札手
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続きを代表して行う代表企業を定めるものとする。 

イ 入札参加者は、次に掲げる企業を含む複数の企業により構成するものとし、入札参

加表明書において、各企業の企業名を明らかにするものとする。 

(ｱ) 設計企業（（４）アの要件を備える者） 

(ｲ) 建設企業（（４）イの要件を備える者）  

ウ 入札参加者を構成する企業（以下「入札参加者の構成員」という。）のうち、（４）

ア及び（４）イ①の要件を満たす者は、当該両方の業務を実施することができるもの

とする。 

エ 落札者となった入札参加者はＳＰＣを設立するものとし、次に掲げる(ｱ)～(ｴ)の要

件を満たすものとする。 

(ｱ) 落札者となった入札参加者のうち代表企業及び建設企業は、必ずＳＰＣに出資

するものとする。  

(ｲ) 落札者となった入札参加者のうち代表企業は出資者の中で最大の出資を行うも

のとする。 

(ｳ) 落札者となった入札参加者による出資比率の合計は、全体の 50％を超えるもの

とする。 

(ｴ) すべての出資者は、県営住宅整備等事業が終了するまでＳＰＣの株式を保有す

るものとし、県の事前の書面による承認がある場合を除き、譲渡、担保権等の設

定、その他の一切の処分を行ってはならない。 

オ ＳＰＣは、自らの責任において前記１－１（５）アに示す業務を以下の者にそれぞ

れ直接委託し、又は請け負わせるものとする。なお、(ｳ)の業務については設計企業

に、また、(ｴ)の業務については設計企業又は建設企業に、それぞれ委託し又は請け

負わせることを妨げるものではない。 

(ｱ) 前記１－１（５）ア①に示す業務：設計企業 
(ｲ) 前記１－１（５）ア②に示す業務：（４）イに示す異業種特定建設工事共同企

業体 

(ｳ) 前記１－１（５）ア③に示す業務：業務内容を適切に実施できる能力を備えて

いる者。ただし、建設企業は除く。 
(ｴ) 前記１－１（５）ア④及び⑤に示す業務：業務内容を適切に実施できる能力を

備えている者 

カ 入札参加表明書の提出日後においては、原則として入札参加者の構成員の変更及び

追加は認めないものとする。ただし、県がやむを得ないと認めた場合は、県の書面に

よる承認を条件として入札参加者の構成員（ただし、代表企業を除く。）の変更又は

追加ができるものとする。 

キ 入札参加者の構成員は、他の提案を行う入札参加者の構成員になることはできない

ものとする。 

 

（２） 入札参加者の構成員の制限 

次に掲げる項目に該当する者は、入札参加者の構成員になれないものとする。 
ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の 4第 2項各号のいずれかに

該当すると認められる者（同項各号のいずれかに該当する事実があった後 2年を経過
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した者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人と

して使用する者。 

イ 建設業法(昭和24年法律第100号)第 28条第3項又は第5項の規定による営業停止

命令を受けている者。 

ウ 建築士法(昭和25年法律第202号)第26条第2項の規定による事務所の閉鎖命令を

受けている者。 

エ 山口県建設工事等入札参加資格者に係る指名停止等措置要領の規定による指名停

止措置を受けている者。 

オ 業務委託に係る競争入札等参加停止措置要領の規定による指名停止を受けている

者。 

カ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1項又は第 2項の規定による更生

手続開始の申立て（同法附則第 2条の規定によりなお従前の例によることとされる更

生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和

27 年法律第 172 号。以下「旧法」という。）第 30 条第 1項又は第 2項の規定による

更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をしている

者又は更生手続開始の申立てをなされている者。ただし、その者が競争入札参加資格

に係る再審査の申請を行い、県知事による当該資格の再認定を受けた場合を除く｡ 

キ 平成 12 年 3月 31 日以前に民事再生法（平成 11年法律第 225 号）附則第 2条によ

る廃止前の和議法（大正 11年法律第 72 号）第 12 条第 1項の規定による和議開始の

申立てをしている者。 

ク 民事再生法第 21 条の第 1項又は第 2項の規定による再生手続き開始の申立てをし

ている者又は申立てをなされている者。ただし、その者が競争入札参加資格に係る再

審査の申請を行い、県知事による当該資格の再認定を受けた場合を除く｡ 

ケ 商法第 381 条第 1項の規定による会社の整理の開始を命ぜられている者。 

コ 破産法（平成 16年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定による破産の申立

て（同法附則第 3条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係る

同法による廃止前の破産法（大正 11 年法律第 71 号）第 132 条若しくは第 133 条の

規定による破産の申立てを含む。）がなされている者。 

サ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条

第 2号及び同条第 6号の規定による暴力団及び暴力団員が経営する企業若しくは実

質的に経営を支配する企業又はこれに準ずるもの。 

シ 直近２事業年度の法人税、消費税及び県税に係る徴収金を滞納している者。 

ス 本事業について、県がアドバイザー業務を委託した企業及びその協力法人（以下「ア

ドバイザー企業」という。）である者。なお、本事業のアドバイザー企業について

は、後記 10－２を参照のこと。 

セ 本事業に先立ち実施したＰＦＩ導入可能性調査を受託した企業である者。なお、当

該企業は財団法人日本経済研究所である。 

ソ アドバイザー企業と資本関係若しくは人的関係において次に掲げる(ｱ)～(ｵ)のい

ずれかに該当する者。 

(ｱ) アドバイザー企業の発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｲ) アドバイザー企業の資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｳ) アドバイザー企業が、発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 
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(ｴ) アドバイザー企業が、資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｵ) 代表権を有する役員が、アドバイザー企業の代表権を有する役員を兼ねている

こと。 

タ 「防府・高井県営住宅東ブロックＰＦＩ事業者選定委員会」（以下「選定委員会」

という。）の委員との資本関係若しくは人的関係において次に掲げる(ｱ)～(ｵ)のいず

れかに該当する者。 

(ｱ) 委員が発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｲ) 委員が資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｳ) 委員が所属する企業が、発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｴ) 委員が所属する企業が、資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｵ) 委員が役員または従業員となっていること。 

 

（３） 入札参加者の構成員の制限の適用 

ア 「(２)入札参加者の構成員の制限」の資格確認基準日は入札参加表明書の提出日と

する。 

イ 資格確認基準日以後事業契約の締結までに、入札参加者の代表企業が当該制限に抵

触した場合は、当該入札参加者は失格とする。 

ウ 資格確認基準日以後事業契約の締結までに、入札参加者の構成員のうち代表企業以

外の構成員が当該制限に抵触した場合も、当該入札参加者は失格とする。 

エ ウにかかわらず、資格確認基準日以後事業契約の締結までにおいて、入札参加者が、

県が指定する期間内に当該制限に抵触した構成員を除外し、かつ除外しても入札参加

に伴う全ての条件が満たされるための手当てを行い、その内容を県が書面により承認

した場合は当該入札参加者を失格しないことができるものとする。 

 

（４） 入札参加者の資格要件 

ア 設計企業 

設計企業は、次の①から③の要件を満たしていること。複数の設計企業で業務を分

担する場合は、すべての設計企業が次の要件を満たしていること。 

① 入札参加者の構成員であること。 

② 建築士法第 23 条第 1項及び第 3項の規定による一級建築士事務所として登録さ

れていること。 

③ 提案する県営住宅の階数に応じ、それ以上の階数の鉄筋コンクリート造又は鉄骨 

鉄筋コンクリート造（以下「ＲＣ造又はＳＲＣ造」という。）の共同住宅（ワンル 

ームマンションは除く。)を実施設計した実績を有していること。なお、当該実績 

は、平成８年４月１日から入札公告日までの間に完了したもので、元請負人として 

受注したものであること。また、複数の設計企業で業務を分担する設計共同体の構 

成員としての実績についても、当該実績に含めることができるものとする。 

イ 建設企業 

建設企業は、建築工事に携わる者（以下「建築企業」という。）、電気工事に携わ

る者（以下「電気企業」という。）、機械工事に携わる者（以下「機械企業」という。）

とし、それぞれ①から③の要件を満たしていること。 
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また、①(ｸ)に示す特定建設工事共同企業体、電気企業及び機械企業は、④の要件を

満たす異業種特定建設工事共同企業体（以下「建設企業体」という。）を落札者の決

定後、事業仮契約締結までに結成するものとする。 

① 建築企業が満たすべき要件 

建築企業は２者ないしは３者とし、それぞれ次の(ｱ)から(ｸ)の要件を満たしている 

こと。 

(ｱ) 入札参加者の構成員であること。 

(ｲ) 建設業法第 3条第 1項の営業所のうち主たる営業所を山口県内に有すること。 

(ｳ) 建設工事等に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加資格の審査に関する告

示（平成 16年山口県告示第 657 号）２の（１）の規定により格付された一般競

争入札及び指名競争入札参加資格が「建築一式工事」の「Ａ等級」であること。 

(ｴ) 建設業法第 3条第 6項に規定する特定建設業の許可（建築工事業に係るものに

限る。）を受けていること。 

(ｵ) 建築企業のうち１者は、次のａからｃの全ての要件を満たしていること。 

ａ 入札公告日までに国土交通省又は山口県知事が通知した建設業法第 27条の

29 第 1 項に規定する総合評定値のうち直近のものの「建築一式工事」の数値が

850 点以上であること。 

ｂ 提案する県営住宅が５階建て以下にあっては、ＲＣ造又はＳＲＣ造の３階建

て以上の建築工事、６階建て以上にあっては、ＲＣ造又はＳＲＣ造の５階建て

以上の建築工事を施工した実績を有していること。なお、当該実績は、平成８

年４月１日から入札公告日までの間に完工したもので、元請負人として受注し

たものであること。また、特定建設工事共同企業体の構成員としての実績の場

合は、当該特定建設工事共同企業体の構成員としての出資比率が 20％以上であ

るものに限り、当該実績に含めることができるものとする。 

ｃ 建築工事業に係る監理技術者資格者証の交付を受け、かつ、建設業法第 26

条第 4項の国土交通大臣の登録を受けた講習を受講した監理技術者を専任で配

置できること。 

(ｶ) (ｵ)の要件を満たす建築企業以外の者は、次のａ及びｂの要件を満たしている

こと。 

ａ 入札公告日までに国土交通省又は山口県知事が通知した建設業法第 27条の

29 第 1 項に規定する総合評定値のうち直近のものの「建築一式工事」の数値が

700 点以上であること。 

ｂ 建設業法第 26条第 1項に規定する主任技術者を専任で配置できること。 

(ｷ) 建築企業は、②又は③に示す電気企業又は機械企業を兼務することはできない

ものとする。 

(ｸ) 次のａからｃの要件を満たしている特定建設工事共同企業体（以下「建築企業

体」という。）を落札者の決定後、事業仮契約締結までに結成すること。 

ａ 建築企業のうち(ｱ)から(ｵ)の要件を満たす者を代表者とすること。 

ｂ １構成員当たりの出資比率は、建築企業体の構成員数が２者の場合は 30％以

上、３者の場合は 20％以上であること。ただし、建築企業体の代表者は、出
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資比率が建築企業体の構成員中最大である者であること。 

ｃ 建築企業体の形態は、共同施工方式とし、建築企業体の各構成員は、各期の

県営住宅の建築工事に携わること。 

② 電気企業が満たすべき要件 

電気企業は１者とし、次の(ｱ)から(ｶ)の要件を満たしていること。 

(ｱ) 入札参加者の構成員であること。 

(ｲ) 建設業法第3条第1項の営業所のうち主たる営業所を山口県内に有すること。 

(ｳ) 建設工事等に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加資格の審査に関する告

示２の（１）の規定により格付された一般競争入札及び指名競争入札参加資格が「電

気工事」の「Ａ等級」であること。 

(ｴ) 建設業法第3条第6項に規定する特定建設業の許可（電気工事業に係るものに限

る。）を受けていること。 

(ｵ) ３階建て以上の建築物における電気工事を施工した実績を有していること。なお、

当該実績は、平成８年４月１日から入札公告日までの間に完工したもので、元請負

人として受注したものであること。 

(ｶ) 建設業法施行令第27条の3に規定する電気工事施工管理技士を専任で配置できる

こと。 

③ 機械企業が満たすべき要件 

機械企業は１者とし、次の(ｱ)から(ｶ)の要件を満たしていること。 

(ｱ) 入札参加者の構成員であること。 

(ｲ) 建設業法第3条第1項の営業所のうち主たる営業所を山口県内に有すること。 

(ｳ) 建設工事等に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加資格の審査に関する告

示２の（１）の規定により格付された一般競争入札及び指名競争入札参加資格が「管

工事」の「Ａ等級」であること。 

(ｴ) 建設業法第3条第6項に規定する特定建設業の許可（管工事業に係るものに限る。）

を受けていること。 

(ｵ) ３階建て以上の建築物における管工事を施工した実績を有していること。なお、

当該実績は、平成８年４月１日から入札公告日までの間に完工したもので、元請負

人として受注したものであること。 

(ｶ) 建設業法施行令第27条の3に規定する管工事施工管理技士を専任で配置できるこ

と。 

④ 建設企業体が満たすべき要件 

次の(ｱ)から(ｳ)の要件を満たしていること。 

(ｱ) 建築企業体、電気企業及び機械企業により構成されていること。 

(ｲ) 建築企業体の代表者を建設企業体の代表者とすること。 

(ｳ) 建設企業体の形態は、建築企業体、電気企業及び機械企業による分担施工方式で

あること。 
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２－５ 保守管理企業 

 

（１） 保守管理企業の届出及び業務の委託 

ア 入札参加者は、エレベーターの保守管理業務又は消防設備等の保守管理業務をそれ

ぞれ実施させる企業（以下「保守管理企業」という。）を入札参加表明書により届け

出るものとする。この場合において、保守管理企業が当該入札参加者の構成員でない

場合にあっては、他の提案を行う入札参加者においても当該同一の保守管理企業を入

札参加表明書により届け出ることができるものとする。 

イ 入札参加者の構成員のうち、（３）ア又はイの要件を満たす者が保守管理企業を兼

ねる場合には、他の提案を行う入札参加者の保守管理企業になることはできないもの

とする。 

ウ 入札参加表明書の提出日後においては、原則として保守管理企業の変更及び追加は

認めないものとする。ただし、入札参加者は、県がやむを得ないと認めた場合は、県

の書面による承認を条件として保守管理企業の変更又は追加ができるものとする。 

エ 保守管理企業のうち、（３）ア及びイの要件を満たす者は、当該両方の業務を実施

できるものとする。 

オ ＳＰＣは、自らの責任において、落札者となった入札参加者が届け出た保守管理企

業に対し、前記１－１（５）イに示す業務を直接委託し、実施させるものとする。 

 

（２） 保守管理企業の制限 

ア 前記２－４「（２）入札参加者の構成員の制限」に示す各項目に該当する者は保守

管理企業になれないものとする。 

イ 前号の制限の資格確認基準日は入札参加表明書の提出日とする。 

ウ 入札参加者は、資格確認基準日以後事業契約の締結までに、保守管理企業がアに規

定する制限に抵触した場合にあっては、県が指定する期間内に保守管理企業に伴う全

ての条件が満たされるための手当てを行い、県にその内容について書面により承認を

得た上で当該保守管理企業を変更しなければならない。 

 

（３） 保守管理企業の資格要件 

保守管理企業は以下に示す要件の全てをそれぞれ備えていなければならない。 
ア エレベーター保守管理企業 

エレベーターを保守管理する企業は、次の①及び②の要件を満たしていること。 

① 県が発注する物品等の製造の請負、物品等の買入れ、借入れ及び売払い並びに

業務の委託の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資

格並びに資格審査申請の時期及び方法等に関する告示（平成17年山口県告示第376

号）１の（１）の規定により格付けされた一般競争入札及び指名競争入札参加資格

が「エレベーター設備保守」の「特Ａ等級」であること。また、同告示２の（２）

の規定により提出した競争入札参加資格審査申請書中、山口県との取引を希望する

営業種目について、「エレベーター設備保守」を「第 1希望」の「小分類 1」の順

位として希望していること。 

② 入札公告日において、共同住宅のエレベーターの保守管理を現に１年以上継続
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して実施していること。なお、当該実績は、エレベーターの保守管理業務について

エレベーター保守管理企業が自ら実施しているものに限り、他の者に再委託又は下

請しているものは含まないものとする。 

イ 消防設備等保守管理企業 

消防設備等を保守管理する企業は、次の①の要件を満たしていること。 

① 県が発注する物品等の製造の請負、物品等の買入れ、借入れ及び売払い並びに業

務の委託の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格

並びに資格審査申請の時期及び方法等に関する告示１の（１）の規定により格付け

された一般競争入札及び指名競争入札参加資格が「消防設備保守」の「特Ａ等級」

であること。 

 

２－６ 付帯事業実施企業 

 

（１） 付帯事業実施企業の届出 

ア 入札参加者は、前記１－１（５）ウに示す付帯事業を実施する付帯事業実施企業を

入札参加表明書により届け出るものとする。この場合において、付帯事業実施企業が

当該入札参加者の構成員でない場合にあっては、他の提案を行う入札参加者において

も当該同一の付帯事業実施企業を入札参加表明書により届け出ることができるもの

とする。 

イ 入札参加者の構成員のうち、（３）の要件を満たす者が付帯事業実施企業を兼ねる

場合には、他の提案を行う入札参加者の付帯事業実施企業になることはできないもの

とする。 

ウ ＳＰＣ自らが付帯事業実施企業として付帯事業を実施することはできないものと

する。 

エ 入札参加表明書の提出日後においては、原則として付帯事業実施企業の変更及び追

加は認めないものとする。ただし、入札参加者は、県がやむを得ないと認めた場合は、

県の書面による承認を条件として付帯事業実施企業の変更又は追加ができるものと

する。 

 

（２） 付帯事業実施企業の制限 

ア 前記２－４「（２）入札参加者の構成員の制限」に示す各項目に該当する者は付帯

事業実施企業になれないものとする。 

イ 前号の制限の資格確認基準日は入札参加表明書の提出日とする。 

ウ 入札参加者は、資格確認基準日以後事業契約の締結までに、付帯事業実施企業がア

に規定する制限に抵触した場合にあっては、県が指定する期間内に付帯事業実施企業

に伴う全ての条件が満たされるための手当てを行い、県にその内容について書面によ

り承認を得た上で当該付帯事業実施企業を変更しなければならない。 

 

（３） 付帯事業実施企業の資格要件 

付帯事業実施企業は、提案する付帯事業の業務内容を適切に実施できる能力を備えて

いなければならない。 
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２－７ 審査及び選定に関する事項 

 

（１） 選定委員会の設置 

ア 入札説明書等の検討、入札参加者等の資格審査、また、民間事業者から提出された

提案書について、定性的評価事項と定量的評価事項の総合的な審査を行うため、選定

委員会を設置する。 

イ 選定委員会は、次の学識経験者で構成する。なお、選定委員会は非公開とする。 

 

 氏     名 役  職  等 

委 員 長 吉村 弘 山口大学名誉教授 

河田 格 日本政策投資銀行中国支店企画調査課調査役 

中山 修身 弁護士 

前田 哲男 山口県立大学教授 

委 員 

 

 

(五十音順) 村越 千幸子 山口県建築士会 

 

（２） 審査手順 

審査は、以下の手順により行うこととする。 
ア 資格審査 

選定委員会は、入札参加者及び保守管理企業並びに付帯事業実施企業の備えるべき

参加資格要件の具備について審査を行う。 

イ 提案審査 

選定委員会は、民間事業者の提案内容が本県が要求する県営住宅整備業務及び県営

住宅維持管理業務並びに付帯事業に関する要求水準を満足することを前提とし、入札

説明書と併せて公表する「落札者決定基準」に基づき、事業計画、県営住宅整備計画、

県営住宅維持管理計画、付帯事業実施計画、県内企業の活用及び県内経済への貢献等

の定性的評価事項に係る審査を行う。 

 

（３） 落札者の選定及び決定 

選定委員会は、「落札者決定基準」に基づいて、提案審査及び入札価格により総合評

価した提案書の審査結果に基づき、最優秀提案者を選定する。県は、選定委員会の選定

結果を踏まえ、落札者を決定することとし、山口県土木建築部住宅課のホームページへ

の掲載等により公表する。 
 

（４） 落札者を選定しない場合 

県は、民間事業者の募集、提案の評価及び選定において、最終的に、入札参加者がい

ない、あるいは、いずれの入札参加者の提案においても県の財政負担の軽減の達成が見

込めない等の理由により、本事業をＰＦＩ事業として実施することが適当でないと判断

した場合には、民間事業者を選定せず、特定事業の選定を取消すこととし、その旨を速

やかに公表する。 
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２－８ 審査及び総合評価の結果の講評 

選定委員会による審査及び総合評価の結果の講評については、山口県土木建築部住宅課

のホームページへの掲載等により公表する。 
 

２－９ 提出書類の取扱い 

 

（１） 著作権 

入札参加者から提出された提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。 
ただし、県は、落札者となった入札参加者から提出された提案書について、本事業の

公表その他県が必要と認める場合にあっては、当該提案書の全部又は一部を無償及び無

断で使用できるものとする。 
また、落札者以外の入札参加者から提出された提案書については、本事業の公表以外

には当該入札参加者に無断で使用しないものとする。 
 

（２） 特許権等 

入札参加者の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国

の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工

方法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、提案を行った入札参加者が負うも

のとする。 
 

３ ＰＦＩ事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

 

３－１ 予想される責任及びリスクの分類と公共と民間との分担 

 

（１） 責任分担の基本的な考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低廉

で質の高いサービスの提供を目指すものであり、ＰＦＩ事業者が担当する業務の実施に

伴い発生するリスクについては、それを管理し、発生時の影響についても自ら負担する

ものとする。 
 

（２） 予想されるリスクと責任分担 

県とＰＦＩ事業者の責任分担の考え方は、原則として「リスク分担表（案）」（別紙

４）によることとし、実施方針に関する質問、意見等の結果を踏まえ、必要な事項につ

いては入札説明書等の公表時において明らかにする。 
ただし、ＰＦＩ事業者が責任を負うべきとしたリスクで県が責任を負うべき合理的な

理由があるもの及び現段階で分担が決定されていないものについては、民間事業者等か

らの意見等（発案、提案を含む。）により、分担の変更または分担の決定を行い、入札

説明書等の公表時における事業契約書（案）により明らかにする。なお、責任分担の詳

細については、事業契約書において定めるものとする。 
 

（３） 保険 

ＰＦＩ事業者は、保険により費用化できるリスクについては、合理的範囲で付保する



                                

 17

ものとする。 
 

３－２ 提供されるべきサービス水準 

本事業において実施する業務の要求性能及びサービス水準については、要求水準書とし

て入札説明書と併せて提示する。 
 

３－３ ＰＦＩ事業者の責任の履行に関する事項 

ＰＦＩ事業者は、事業契約書に従い、誠意をもって責任を履行するものとする。なお、

事業契約締結に当たっては、契約の履行を確保するために、契約保証金の納付等の方法に

より事業契約の保証を行う。 
 

３－４ 県による事業実施状況監視の概要 

 

（１） モニタリングの実施 

県は、ＰＦＩ事業者が、定められた業務を定められた期間又は時間内に確実に遂行し、

要求水準書に規定した要求水準を達成しているか否かを確認するとともに、ＳＰＣの財

務状況を把握するために、モニタリングを実施する。 
なお、県は報告の受領、確認の実施により本業務の実施内容について何ら責任を負担

するものではない。 
 

（２） モニタリングの方法  

モニタリングの詳細については、事業契約書において定める。 
 

（３） モニタリングの実施時期及び概要  

ア 基本設計・実施設計時 

県は、ＰＦＩ事業者によって行われた設計が県の要求した性能に適合するものであ

るか否かについて確認を行う。 

イ 工事施工時 

ＰＦＩ事業者は、建築基準法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行い、

定期的に県から工事施工、工事監理の状況の確認を受ける。また、県の要請に基づき、

工事施工の事前説明及び事後報告を行うとともに、工事現場での施工状況の確認を受

ける。 

ウ 工事完成、施設引渡し時 

ＰＦＩ事業者は、施工記録を用意して、現場で県の確認を受ける。この際、県は、

施設の状態が要求水準書に定められた水準を満たしているか否かについて確認を行

う。 
エ 施設供用開始後 

 県は、維持管理段階において、定期的に業務の実施状況を確認する。 
オ 財務の状況に関するモニタリング 

ＰＦＩ事業者は、毎年度、決算書類等により、財務の状況について県に報告しなけ

ればならない。 
なお、公認会計士又は監査法人による監査は義務付けないものとする。 
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（４） モニタリングの費用の負担 

モニタリングの実施のために県に発生する費用は県の負担とする。その他の費用は、

ＰＦＩ事業者の負担とする。 
 

（５） 事業者に対するサービスの対価の減額等 

モニタリングの結果、要求水準書で定める要求水準が満たされていない場合、県はＰ

ＦＩ事業者に対して改善を求めることが出来る。またサービスの対価の減額を行うこと

ができる。減額の考え方については、入札説明書等にて明示する。 
 

４ 施設の立地並びに規模及び配置に関する事項 

 

４－１ 施設の立地条件 

（１） 事業場所 

（２） 敷地面積 

（３） 用途地域 

山口県防府市大字高井８０８－２外 （高井団地東ブロック） 

１５，９３９．４７㎡ 

第１種住居地域 

（４） 形態規制 建ぺい率   ６０％ 

 容積率   ２００％ 

 日影規制 測定面の高さ：４ｍ 

 規制時間：敷地境界からの水平距離が５ｍを超える範囲５

時間以上、１０ｍを超える範囲３時間以上 

（５） その他 計画地は周知の埋蔵文化財包蔵地大崎遺跡に該当する。 
 

４－２ 施設の規模等 

 

（１） 県営住宅の整備戸数 

県営住宅１３６戸について、３期に分けて整備を行う。 
 

（２） 各期の整備戸数 

４０戸以上、５０戸以内の範囲で、住棟は１棟とする。 
 

（３） 県営住宅屋外付帯施設 

団地内通路、歩行者用通路、駐車場、自転車置場、児童遊園、ゴミ置場、植栽等 
 

（４） その他関連整備 

敷地東側及び南側道路の整備とそれに伴う造成 
 

５ 事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合、県とＰＦＩ事業者は誠意をも

って協議するものとし、協議が整わない場合は、事業契約書に規定する具体的な措置に従う。 

また、事業契約に関する紛争については、山口地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所と
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する。 

 

６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

事業の継続が困難となった場合には、次の措置をとることとする。 

 

６－１ ＰＦＩ事業者の債務不履行等に起因する場合 

ＰＦＩ事業者が事業契約書に定める債務を履行しない場合、県は、事業契約書の規定に

従いＰＦＩ事業者に修復勧告を行い、一定期間内に修復策の提出・実施を求めることがで

きる。ＰＦＩ事業者が一定期間内に是正することができなかった場合は、県は、サービス

の対価の減額又は支払停止措置を取ることとし、また、事業契約を解除することができる。 
また、ＰＦＩ事業者の破産等の場合は、事業契約を解除することができる。  
なお、契約解除に至る事由及び措置については、事業契約書で規定する。 
 

６－２ 県の責めに帰すべき事由に起因する場合 

県の責めに帰する事由により事業の継続が困難になった場合は、ＰＦＩ事業者は事業契

約を解除することができる。 
なお、契約解除に至る事由及び措置については、事業契約書で規定する。 
 

６－３ その他の事由により事業の継続が困難となった場合 

事業契約書に定めるその事由ごとに、責任の所在による対応方法に従うものとする。 
 

６－４ 金融機関（融資団）と県との協議 

本事業の安定的な継続、また、事故に際して本事業の継続性をできる限り確保する目的

で、県は、ＰＦＩ事業者に対し融資を行う金融機関等の融資機関（融資団）と直接協定を

締結し、当該融資機関（融資団）と協議を行うことができるものとする。 
 

７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 

 

７－１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

本事業に関する法制上及び税制上の優遇措置等については、特に想定していない。 
 

７－２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

本事業は、日本政策投資銀行の「民間資金活用型社会資本整備」に対する融資（低利子

融資）の対象事業であり、入札参加者は当該融資を利用することを前提として提案するこ

とは可能であるが、入札参加者は自らのリスクでその活用を行うこととし、県は同行から

の調達の可否による条件変更は行わない。 
当該融資制度の趣旨は、民間事業者の提案喚起及び選定事業の安定性向上にあることか

ら、当該融資を提案に織り込む場合には、民間金融機関と同様の金利を前提とすることと

しているので、この点に留意して、入札提案を行うこと。 
なお、当該融資制度の詳細、条件については、入札参加者が直接同行に問い合わせを行

うこと。 
また、ＰＦＩ法に規定する選定事業者の発注する工事及び測量は、平成 16 年 7 月 13 日
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より「公共工事の前払金保証事業に関する法律」に規定する公共工事に指定され（国土交

通大臣告示）、保証事業会社の業務の対象に追加されているところであり、具体的な措置

の内容は、入札参加者が、保証事業会社（西日本建設業保証株式会社等）に確認すること。 
 

７－３ その他の支援に関する事項 

その他の支援については、次のとおりとする。 
（１）事業実施に必要な許認可等に関し、県は必要に応じて協力を行う。 

（２）法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、県とＰＦＩ事

業者で協議を行う。 

 

８ その他特定事業の実施に関し必要な事項 

 

８－１ 情報提供 

本事業に関する情報提供は、適宜、山口県土木建築部住宅課のホームページへの掲載等

により行う。 
 

８－２ 入札に伴う費用負担 

入札参加者の提案に係る費用については、すべて入札参加者の負担とする。また、入札

書類については、返却しないものとする。 
 

９ 実施方針等の説明会等 

 

９－１ 実施方針等の説明会 

本事業に対する民間事業者の参入促進に向け、事業内容、入札参加の手続き及びＰＦＩ

事業者選定に関する事項等について、県の考え方を説明するため、実施方針及び要求水準

書（案）の説明会を以下のとおり開催する。 
なお、説明会の開催日時、開催場所及び参加申込み方法等は次のとおりとする。 

 

（１） 日時及び場所                                                           

 

 開催日時 平成１７年１２月２６日（月）午後２時から午後４時まで 

 開催場所 山口市秋穂二島１０６２    山口県セミナーパーク 講堂 

 受付時間 午後１時３０分から午後１時５０分まで 

                                                                                
（２） 参加申込み方法 

平成１７年１２月２２日（木）（正午必着）までに「実施方針等説明会参加申込書」

（様式１）を使用して、電子メールでファイル添付により提出のこと。なお、電話又は

ファックスによる申込みは受付けないので注意すること。 
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参加人数  １社について２名まで 

参加申込書のファイル形式  Microsoft Ｅxcel９７以上 

 提出先  山口県土木建築部住宅課 

 提出先電子メールアドレス  a18900@pref.yamaguchi.lg.jp 

      （注意：メールタイトルは必ず 実施方針等説明会申込 とすること。） 

 

（３） 当日における参加申込みの受付 

上記(2)にかかわらず、都合により申込みができなかった参加希望者の当日の参加につ

いても受付けを行う。この場合にあっては、「実施方針等説明会参加申込書」（様式１）

に必要事項を記入のうえ持参すること。 
 

（４） その他 

当日は、実施方針及び要求水準書（案）の資料配付は行わないので、山口県土木建築

部住宅課のホームページよりダウンロードして印刷した上、各自持参すること。 
また、実施方針に対する質問・意見については、次の９－２に示すとおり別途書類形

式で受付けることとしているため、当日の質問等は受付けない。 
 

９－２ 実施方針及び要求水準書（案）に対する質問・意見の受付・回答 

実施方針及び要求水準書（案）に記載の内容に関する質問・意見の受付、回答を以下の

とおり行う。 
 

（１） 受付期間 

平成１８年１月１６日（月）（午前１０時）～平成１８年１月１９日（木）（正午） 
 

（２） 提出方法 

質問・意見の内容を簡潔にまとめ、「実施方針に係る質問意見書」（様式２）又は「要

求水準書（案）に係る質問意見書」（様式３）に記入の上、電子メールでファイル添付

により提出のこと。この場合において、両方の質問意見書を提出する時は、それぞれの

様式ごとに別ファイルにより提出すること。（両方の様式を一つのファイルにまとめて

提出しないこと。） 
なお、上記（１）に示す受付期間外に提出された質問・意見については受付けない。

また、電話又はファックスによる質問・意見は受付けないので注意すること。 
 
 質問意見書のファイル形式  Microsoft Ｅxcel９７以上 

 提出先  山口県土木建築部住宅課 

 提出先電子メールアドレス  a18900@pref.yamaguchi.lg.jp 

（注意：メールタイトルは必ず 実施方針等に係る質問意見書 とすること。） 

 

（３） 回答 

質問・意見への回答は、平成１８年１月３１日(火)に山口県土木建築部住宅課のホー

ムページへの掲載により、公表する予定である。 
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なお、質問・意見への回答は、質問者及び意見者の特殊な技術、ノウハウ等に関し、

質問者及び意見者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものを

除くこととし、また、質問者及び意見者の名前は公表しないものとする。 
なお、県は、質問・意見に対して個別に回答は行わないが、提出のあった質問・意見

のうち、県が必要と判断した場合には、提出者に対して直接ヒアリングを行うことがあ

る。 
               

10 本事業に関する県の担当部署及びアドバイザー企業並びにその協力法人 

 

10－１ 本事業に関する県の担当部署 

 担当部署名  山口県土木建築部住宅課住宅企画班 
担当：村田・西村・土井 

 電話  083-933-3874（直通） 

 ファックス  083-933-3899 
 電子メールアドレス  a18900@pref.yamaguchi.lg.jp 
 ホームページアドレス  http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/gyosei/jutaku/index.htm

 

10－２ 本事業に関するアドバイザー企業及びその協力法人 

 アドバイザー企業  株式会社 ニュージェック（大阪市北区） 

 株式会社  地域経済研究所（大阪市中央区） 

 協力法人  弁護士法人 御堂筋法律事務所 

 


